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戦略研究

背 景 ・北海道の農山漁村では、就業の場が少ないため、若年労働力の町外への他出が問題となっています。
・多くの自治体では、地域資源を活用し、新事業を創出して就業機会を提供することに注目しています。
・しかし、具体的な課題や目標が共有できないために、事業化に踏み出せないことも多いようです。
・課題の見える化や経済的な目標の設定など、事業化を支援する手法の開発が望まれています。

農村部における産業振興に向けて
～ 自治体における事業化戦略の策定を支援するコンサルティング手法の確立 ～

新たな産業を創出する手順を踏まえて
事業化を支援する手法をマニュアル化

コンセプト２
様々な産業で活用可能

コンセプト１
市町村を単位とした産業連関分析がコア技術
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コンセプト３
問題に即して手法を選択
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新たな産業の創出手順

市町村の特性評価

先進地視察の対象選定

先進地の調査・視察

対象事業の選定

事業の事前評価

実施に向けた課題の把握

町の強みの共有化

事業の設計

需要側（受益者）分析

実施主体の創設

事業の事後評価

手法が確立した工程

確立中の工程

自治体やコンサルタント会社
等がマニュアルを活用するこ
とで独自の産業振興施策を構

築

単独（部品のみ）でも
組合せでも利用可能！

成 果

期待される効果

・モデル実証による手法の検証（下川町・美深町）⇒ 住民説明及び議会説明資料として活用
・(株)道銀地域総合研究所との共同研究化 ⇒ 手法のマニュアル化による他地域での活用

対象事業の選定 手法１ 産業連関分析による事前評価（経済波及効果の計測）手法２

目的

代替案
駅前エリア 温水プール

0.62 0.16

コミュニティ
レストラン
0.22

リスク

21% 28% 29% 9% 13%

新規事業の選定

評価
基準

必要性 緊急性
町民への
影響

行政関与の
妥当性

町の事業計画
波及効果の計測

4,840万円
（誘発効果倍率1.31）

他産業の就業機会が
見込める

宿泊研修施設の運営に伴う町内経済への影響階層分析法による対象事業の選定

駅前エリアでの宿泊研修施設の建設が有望

直接効果

宿泊施設で見込む

年間生産額

第一次間接効果

宿泊施設から発生
する町内での新た
な需要 （ex,食材、
クリーニング）

第二次間接効果

雇用所得増加に伴う
消費需要の増加

No 項目 課　題 重要性 容易さ

1 経営 事業規模の設定 4.6 3.2

2 経営 事業損益の見通し 4.4 1.8

3 経営 料金設定 4.0 3.4

6 運営主体 運営主体の確定 5.0 1.8

…

14 需要 集客力の確保 4.6 1.8

…

21 インフラ 防犯対策 2.4 3.0

事業実施に向けた課題の把握・整理 手法３

TN法による課題抽出

事業の設計

経営計画の立案

事業規模の設定

事業損益の見通し

料金設定

運営主体の確定

競合者との関係性

取引先との関係性

自給率向上の検討

公的資金の妥当性

の確保雇用形態

人員確保対策

賃金水準

集客力の確保広報戦略の

樹立

施設の売りの明確化

新規需要

の開拓

集客の季節性

への対策

宿泊者のターゲットの

明確化

交通安全対策

防犯対策

施設・調度品等

の検討
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人材/資金

外部との関係

需要

経営のあり方

DEMATEL法による
解決経路の見える化

住民や関係機関とともに
課題の把握とその整理

○宿泊施設の事業化の手順

①外部との関係を明確化

②人材や雇用条件を整備

③需要動向を把握しつつ

④運営主体を確定させて

⑤経営のあり方を検討する

＜町が抱える問題＞
・市街地に空店舗が多い
・ビジネス向け宿泊施設なし
・観光向け宿泊施設が代替

○下川町での事業化に向けた支援の例

重要性が高い課題を特定

人材/資金
外部との関係

需要

経営
運営主体
の確定

1 2

3,700万円
560万円

580万円
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問い合わせ：道総研 法人本部 研究企画部 電話：011-747-2809


